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産官学連携の走り「産学一如」

本学は創設者中村治四郎が、「産学一如」を建学の理
想として1960年に設立した大学です。産学一如とは、

「産業と大学は、車の両輪のように一体となって、時々
の社会のニーズを満たすべきである」という考えで、今
で言う産官学連携の走りです。私自身も、15年前に民
間企業より本学教員に転じましたが、産官学連携の重
要さは日々実感していました。それを約60年も前に考
えられた中村先生の先進的な発想に、昨年4月学長に
就任し改めて脱帽しています。

危機感の共有から教育改革へ

本学の入学志願者は1990年には2万3000人に達し
ていましたが2012年には約7000人に落ち込むなど長
期低落が続いていました。そんな中、2011年3月に、九
州電力から一ノ瀬秋久理事長が新たに就任され、現状
への強い危機感を教職員と共有されたことで、ここか
ら這い上がろうというスタートがようやく切れました。

まず地方中堅私大としての存続条件に「教育の質の
向上」と「地域社会への貢献」を定義し、2012年9月に教
育改革基本方針「心身共に健全な国際的教養人」の育成
を決定しました。

具体的には、2013年に「KSUプロジェクト型教育」を
導入しました。これは学部をまたいで、あるいは地域
の方々や企業と連携して立ち上げたプロジェクトを通
じて、実社会の現場の課題を解決するProject Based 
Learning（PBL）です。社会のニーズに応えられる人材
の育成を目指す、本学の「産学一如」を具現化する教育
です。

2014年には「KSU基盤教育」を導入しました。1、2年
生の全員が、全学共通で教養教育、外国語、専門基礎を
学び、社会人として求められる基礎力を養います。

さらに、2016年から創立60周年の2020年までの5年
間を、創始者の思いを継承した「第2の創成期」と位置
づけ、「地域密着型大学」を標榜した「中期事業計画」を
策定、改革を進めています。

大胆な学部再編と育成型入試の導入

また、2013年度に学園将来構想検討会を設置し、教
育・研究の質向上のために適した学部構成を検討、学部

学科再編を実行しました。
まず2016年に芸術学部を3学科から5学科へ改組し

ました。2017年4月には、九州造形短期大学を九州産
業大学造形短期大学部に名称変更し、芸術学部と同じ
敷地内に移転。大学美術館に隣接する学生数1500人
の九州最大のアート村が誕生しました。

2017年は理工系2学部8学科を、理工学部、生命科学
部、建築都市工学部の3学部7学科へ改組しました。

この改組では、前述の地方中堅私大の存続条件「地域
社会への貢献」として、技術面で地域貢献を目指してい
ます。例えば、「ヒューマン・ロボティクス研究センタ
ー」では、リハビリ・介護支援ロボットを実用化に向け
開発しているほか、「医療診断技術開発センター」でも、
世界初のカラー電子顕微鏡の開発を進めており2020
年実用化を目指して、最終調整の段階まで来ています。
今年10月に開設した「食品開発ラボ」「食品加工プラン
ト」では、「九産大ブランド」の商品を開発し、地域創生
に貢献したいと考えています。

2018年の文系の改革では、人間科学部、地域共創学
部、新商学部を新設し、5学部9学科としました。人間
科学部は、臨床心理学科、子ども教育学科、スポーツ健
康科学科の構成で、「こども」「こころ」「からだ」で人を
育てる本学の新たな領域です。地域共創学部は地方公
務員等、観光学科と地域づくり学科で地域社会に貢献
する人材を育てます。これまでの商学部と経営学部を
整理・統合した新商学部は、経営管理やマーケティング
に特化した起業人を育成します。

また2018年度入試から、学外の「WEEKDAY CAMPUS 
VISIT（WCV）」を活用した「育成型入試」を導入しまし
た。リアルな日常の大学の授業を高校生に受講しても
らい、面談を経て、高校教員にもフィードバックするこ
とで、学部選択のミスマッチの防止につなげる取り組
みです。複数の学部を何度も受講でき、最終的に他大
学へ行ってもいい。高校生がミスマッチなく進学でき
ることこそハッピーだという考え方です。WCVを始
めて4年目ですが、今年度の希望者は2000人に到達す
る勢いで、国内最大の参加者数と評価を頂いています。

改革の成果を共有し、学外へ発信

改革の成果は、まず志願者数の増加です。2017年に
は12年ぶりに1万人を突破し、2018年も1万1000人を

超えました。理工系学部の志願者数も1.5倍に増えま
した（2016－2017）。就職決定率は、2011年（80%）から
6年連続上昇中で、2017年には97.9%になっています。

改革を通じて、①危機感の共有、②数値で見る習慣、
③PDCAを回すという3点の効果も実感しています。
学内の雰囲気も変わりました。2003年に私が赴任した
頃には、よく教職員から「昔はすごかったのに」という
声を聞きました。しかし、最近はそうした声を耳にす
ることもなくなりました。発言に見え隠れする「うち
はどうせだめ」というネガテイブ思考がなくなり、自信
を持って学外に発信できるまでになったのだと思います。

理工系・芸術系・文系の融合プログラムを推進

来たるAI時代に向けて、どんな学問を勉強すればい
いのか、大学の役割もパラダイムシフトしようとして
います。集合教育からPBLへ学び方は変化しつつあ
りますが、大学教育の質保証がますます問われる時代
になります。本学では、「教育成果評価委員会」を設置
し、学修成果の検証に取り組んでいます。先行して昨
年はじめた芸術学部の評価では経済界や他大学の方を
お呼びして、本学の教育が社会に出たときに妥当かど
うかを厳しく見て頂きました。社会の厳しいものさし
で評価軸を作り、測定方法を含め、改訂を進めていきな
がら他学部にも段階的に導入します。

一方、「KSUプロジェクト型教育」は、全学で約130も
のプロジェクトが進行中です。現在は一部の事業が課
外活動の位置づけですが、これを正課教育にするのが
次の5年間の課題です。そして、理工系と芸術系と文
系の融合プログラムをさらに推進したいと考えていま
す。ロボット開発を例にとると、理工系のものづくり、
芸術のプロダクトデザイン、文系、特に商学部のマーケ
ティングの学生がプロジェクトで集まって議論するこ
とで、高齢者に優しいデザイン、市場と価格、それに見
合ったスペックの精査といった発想を持つエンジニ
ア、デザイナー、マーケッターが自然と育っていく仕組
みができます。実践力があるというのは、こういうこ
とだと解釈しています。今後もリカレント教育を含め、
地域の教育ニーズに応えていくことが、地域密着型大
学としての本学の役割です。
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